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［書評］気候変動の真実 

大村 哲 

プロローグ 

 日本 AALA の機関紙 2019 年 5 月号の 1 面には「気候

変動を阻止しよう！ 未来のために僕らはうごく」とい

う記事が掲載された。また、AALA ニュース No.67(2020

年 10 月 29 日）号に、産業技術研究所の歌川学・主任

研究員が、「気候危機と広がる温暖化対策とルール」と

いう寄稿をしている。 

 アラスカ大学の赤祖父俊一名誉教授は、著書『正し

く知る地球温暖化 地球温暖化を真剣に考える』（誠文

堂新光社）の中で指摘しているように、日本は、政・

官、民間、メディアを含めて、気候変動問題に対する

態度は「単色」である。現に、パリ協定は、国会にお

いて全会一致で批准されている。 

 米国では、良く知られているように、気候変動に対

する世論（立場）が２分される状況が続いている。 

 クリントン政権のアル・ゴア副大統領は、1997 年 12

月に京都で開かれた気候変動に関する COP３において、

温室効果ガス▲6％を日本の橋本龍太郎首相に飲ませ

た。結果は、▲6％どころか温室効果ガス排出が 1.4％

増加するという結果になったので、日本は税金から１

兆円以上を支払って途上国から「排出権」を購入する

という方法で、▲6％を達成したという辻褄合わせを行

った。日本に圧力をかけたアル・ゴアは米国議会で「京

都議定書」批准を行わなかった。米国議会で京都議定

書が批准されないことを見通しての京都議定書署名だ

った。クリントン政権の次に米国大統領になった J・

W・ブッシュ（子ブッシュ）は、大統領に就任するや直

ちに「京都議定書離脱」を宣言した。このように、世

界では、気候変動問題は「環境問題」ではなく、「経済

問題≒国家の競争力問題」と捉えられている。 

 2022 年 3 月にスティーブン・クーニン『気候変動の

真実 科学は何を語り、何を語っていないか？』という

本が、日経 BP 社から出版された。クーニンは、オバマ

大統領の下で米国エネルギー省の科学担当次官を務め、

同省の戦略計画と初の「4 年ごとの技術レビュー」

(2011 年)の主執筆者となった人である。 

 米国では、共和党が気候変動対策に反対、民主党が

気候変動対策推進の立場をとっている。トランプは就

任するとすぐパリ協定離脱を宣言した。バイデンは就

任するとすぐパリ協定に復帰した。クーニンは民主党

政権に加わったので、基本的に気候変動対策推進の立

場だが、科学的内容や対策の実現性については、疑問

を呈している。そこで、気候変動問題をウォッチして

来た私は、書評（内容紹介）を書いてみたくなった。 
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著者：スティーブン・クーニン略歴 

 スティーブン・E.・クーニン博士は、アメリカで最

も著名な科学者のひとり、全米科学アカデミーの会員

で、米国の科学政策のリーダー的存在である。 

 現在は、ニューヨーク大学教授として、スターン・

スクール・オブ・ビジネス、タンドン・スクール・オ

ブ・エンジニアリング、物理学科に籍を置く。大都市

向けビッグデータの取得・統合・分析を中心に研究・

教育を行う、同大学の都市科学進歩センター（CUSP）

を設立した。 

 オバマ政権のエネルギー省科学担当次官として、気

候研究プログラムやエネルギー技術戦略などを担当。

同省の戦略計画（2011 年）や第 1 回「4 年に 1 度の技

術計画見直し」（2011 年）の主執筆者を努めた。政府

に加わる前は、BP の主任研究員を 5 年間努め、同社を

「石油の先へ」進めるための再生可能エネルギーの選

択肢について研究した。 

 カルフォルニア工科大学では 30 年近く理論物理学

の教授を努め、9 年間は筆頭副学長（プロポスト）と

して、300 人以上の理工系教員の研究支援のほか、世

界最大の光学望遠鏡の開発や、計算科学、バイオエン

ジニアリング、生物科学の研究の推進に携わった。 

 全米科学アカデミー以外に、アメリカ芸術科学アカ

デミー、外交問題評議会、JASON（米政府に技術的な問

題について助言する科学者のグループ）のメンバー。

JASON では会長を 6 年間努めた。2014 年から国防分析

研究所の理事。現在、ローレンス・リバモア研究所の

独立理事。ロスアラモス、サンディア、ブルックヘブ

ン、アルゴンヌの各国立研究所でも同様の役割を担う。

コロナ後のニューヨークについて構想するためにクオ

モ知事が設けた「ブルーリボン委員会」のメンバーで

もあった。 

 カルフォルニア工科大学で物理学学士号、マサチュ

ーセック工科大学で理論物理学の博士号を取得。受賞

歴のある教師であり、彼の公開講座は複雑なテーマを
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わかりやすく教えることで知られている。1985 年には、

複雑な物理システムのコンピュータモデルを構築する

ための方法論を紹介した古典的教科書 Computational 

Physics を執筆。物理学、天体物理学、計算科学、エネ

ルギー技術・政策、気候科学の長編レポートの主執筆

者を努めた。 

 2014 年以降、一連の記事や講演を通じて、気候やエ

ネルギーの問題をもっと正確かつ完全に、透明性をも

って人々に伝えることを提唱している。 

訳者：三木俊哉 

 1961 年生まれ。京都大学法学部卒業。会社員を経て

産業・出版翻訳者。訳書に『買収起業完全マニュアル』

(実業之日本社)、『チャレンジャー・セールス・モデル』

(海と月社)、『ルーンショット』(日経 BP)など。 

 

 

「はじめに」 

 はじめににクーニンが書いていることを引用する。

米国物理学会からの依頼で 6 名の気候専門家と 6 名の

物理学者のチームで、2014 年 1 月に、気候科学の現状

をストレステストにかけた。その結論が以下のリスト

である。 

・温暖化への人間の影響は増大しているが、物理的に

は小さな影響にとどまる。気候データが不足している

ため、十分に理解されていない自然の変化と人間の影

響を区別するのは難しい。 

・数多くの気候モデルから導き出される結果は互いに

食い違いや矛盾があり、さまざまな観測結果とも矛盾

する。漠然とした「専門家の判断」によってモデルの

結果が調整され、欠陥が見えにくくされることもあっ

た。 

・政府や国連のプレスリリースやサマリーは、報告書

の内容を正確に反映しているとは限らない。会議でい

くつかの重要事項について意見が一致したとしても、

マスコミが報じるような強い合意が見られたわけでは

ない。名高い気候専門家（報告書の著者を含む）は、

マスコミが描写する科学の姿にいくぶん困惑している。

これはちょっと衝撃的だった。 

・要するに科学は、気候が今後の何十年かでどう変化

するかを予測して社会の役に立つレベルには達してい

ない。ましてや私たちの行動が気候にどう影響するか

などわからない。 

 クーニンは、米国科学侵攻協会（AAAS）が 2019 年に

出した報告書「いかに対応するか」の冒頭の文章に噛

みついている。噛みついた先の文章はここでは引用し

ない。代えて、どういう文章なら良いかを提案してい

る。以下引用： 

 「この 100 年間、地球は温暖化している。一つには

自然現象、ひとつには人間による影響の増大が原因で

ある。人間の影響（最も重要なのは化石燃料の燃焼に

よる CO2 の蓄積）が複雑な気候システムに及ぼす影響

は物理的には小さい。残念ながら、気候が人間の影響

にどう反応するのか、あるいは自然の影響でどう変化

するのかをしっかり定量化するには、我々の観測手法

や理解は十分ではない。しかし、人間の影響が 1950 年

からほぼ 5 倍に増え、地球は緩やかに温暖化している

ものの、深刻な気象現象のほとんどは過去の変動の範

囲内にとどまっている。今後の気候・気象の予測は、

その目的に明らかにふさわしくないモデルに依存して

いる。」 

  

第 1 章 「温暖化についてわかっていること」 

 第 1 章は、気候がなぜ変化しているのか、今後どう

変化しているのかを理解するには、気候がこれまでに

どう変化したかを知る必要があるとし、この点を探り

ながら科学そのものに焦点を当てている。そして、地

球の気候を何十年も高い質を保って観測し続けること

の重要性と難しさを説明している。さらに、地球温暖

化の兆候について検討し、地質学的な文脈で確認して

いる。 

・「気候」と「気象」は、異なったものである。気候を

決めるには何十年かの平均値が必要である。気象は明

日、雨が降るかどうかのように短期的なものである。

混同してはいけない。 

 



3 

 

・気候の変化を検出するとき、気温の絶対値ではなく、

「偏差値」で見る必要がある（図 1-1）。 

・ナイル川の年間最低水深（図 1-2）では、長期的なト

レンドを読み取ることができる。 

・ニューヨーク市とウエストポイントの気温（図 1-4）

では、両者が相関していることが分かる。 

・図 1-6 は、海洋に熱が溜まり温まってきたことを示

している。 

・図 1-7 は、1500 年間の地球気温上昇を再構成したも

のである。2000 年ごろから急に気温が上昇しているよ

うに見える。このグラフから分かることは、1000 年ほ

ど暖かい時期が続いた後、寒冷期に入り、その後急激

な温暖化が進んだことが分かる。 

・図 1-8 は、横の時間軸の目盛を変えて地球の気温の

変化を示している。直近の時代区分から見ていくと、

地球は 2万年前から約5℃暖かくなったことが分かる。

右から 2 つ目の区分を見ると急に暖かくなる時期と緩

やかに冷えていく時期が交互に現れている。最初は 4

万年ごとの周期、50 万年前からは 10 万年ごとの周期

になっている。更に昔、左側 3 つの区分時期では、も

っと激しい変動が見られる。これらの変動の原因が何

かを推理しなければならない。こういうのが、気候変

動を科学することに繋がる。 

  

第 2 章 「人間による微々たる影響」 

 第 2 章は、地球の気温がそもそもどのように生じる

のか。太陽光で暖められ、熱放射で冷やされ、その微

妙なバランスが気温を決めていると説明している。だ

が、人間と自然のそれぞれの影響によってこのバラン

スが乱されると説明している。気候は極めてデリケー

トで、２つの影響を、時間とともにどう変化したのか

を正確に理解する必要があるとしている。 

 

 図 2-3 のポイントは、2 つある。①スペクトルの複

雑さ、②現在の濃度の CO2 の影響は大きい（7.6％）が、

倍増しても地球から放出される熱スペクトルは 0.8％

しか増大しない、ことである。 

 ここで、大気に捕まえられる熱の 1％の増加がどう

して大惨事に繋がるかに立ち戻って考えてみよう。答

は、摂氏や華氏で考えるのでなく、絶対温度（ケルビ

ン温度）で考えると、1％の変化になり辻褄があう。 

 次に、人間活動による影響と他の自然過程による影

響について考えてみよう。気象システムに出入りする

エネルギーは、平均 239W/㎡である。人間活動の影響

は、現在、2W/㎡を少し上まわるレベル、つまり 1％弱

になる。 

 （IPCC などが「産業革命以降の人間が排出した温室

効果ガスが、地球温暖化の原因だ」と言っているのと、

大きく異なっている。） 

  

第 3 章 「排出量をめぐる説明と推定」 

 第 3 章は、「人間が気候に及ぼす影響で最も重要な

大気中 CO2 濃度の増加に焦点を当てている。そして、

CO2 の排出量と濃度の関係について、増大する人間の

影響を安定させる（横ばいにする）のが、いかに難し

いか説明している。 

 

・図 3-1 は、有名なキーリング曲線である。注目して

欲しいのは季節サイクルである。IPCC 派は季節サイク

ルが植物による光合成が原因だと主張している。もち

ろん、その効果も一定程度はある。だが、多くの科学

者は、地球の各所にある炭素貯留所の間の CO2 異動に

よると考えている。貯留所を具体的に説明すると、(1)

地殻：地球の炭素のほぼ全て約 19 億ギガトンを含有

している。(2)海洋：約 4 万ギガトン。(3)土壌と生物：

約 2100 ギガトン。(4)地下の化石燃料：5000～1 万ギ

ガトン。(5)大気中：約 850 ギガトン。(5)は、地球の

表面またはその近く（土壌、植物、浅い海）にある炭

素の約 25％に相当している。だが、海洋中の炭素の 2％

にしか相当しない。多くの科学者は季節サイクルが、

海洋と大気の CO2 のやりとりの結果だと考えている。 

  

第 4 章 「乱立するモデル」 

 第 4 章は、人間と自然の影響に、気候がどう反応す

るかというコンピュータモデルがテーマだ。コンピュ

ータモデルの仕組み、そこから得られるもの、その欠

点などを紹介している。 

・ウィスコンシン大学の統計学者ジョージ・ボックス

が 1978 年に語った有名な言葉：「すべてのモデルは間
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違いだが、役立つものがいくつかある」。 

・略歴紹介の中に書いてあったが、クーニンは複雑な

物理システムのコンピュータモデルを構築するための

方 法 論 を 紹 介 し た 古 典 的 教 科 書 Computational 

Physics を執筆している。 

・コンピュータモデリングは気候科学の中核を担う。 

・地球の気候の効果的な記述は、現在も科学シミュレ

ーションの最も難しい問題のひとつなのだ。 

〇気候コンピューティング 

・気象はカオスだ。 

・グリッドボックスの数は大気で約 100 万、海洋で約

1 億になる。 

・グリッドによって地球を意味のある単位に分解する

とき、水平方向と垂直方向で、その方法が異なるとい

うことに起因する問題がある。 

・グリッド、基礎物理、サブグリッド仮説、初期化が

制御できたとしても、まだ有効な気候シミュレーショ

ンには手が届かない。 

・フィードハック効果については、物理の基本原理か

ら正確に理解することはできない。 

・各モデルは若干異なった答えを出している。多くの

モデルの平均値からは、全てのフィードバックの正味

の効果は、CO2 の直接の温暖化効果を 2～3 倍にすると

考えられる。 

〇結果のばらつき 

・IPCC の報告書を見ると「世界中の研究グループの結

果を平均」している。だが、モデルの結果が全く異な

り、観測結果とも大きく異なっている。 

・結果が図 4-3 に示されている。 

〇結論 

・気候システムが人間の影響にどう反応するのかを測

る尺度として一般的なのは「平衡気候感度(ECS)」だ。 

・IPCC の AR6 はモデルアンサンブルに依存している。

図 4-6 は、40 種類のモデルの ECS 値を示している。 

・気候感度が不確かである理由のひとつは、エアロゾ

ルが冷却効果を発揮しており、それが温室効果ガスに

よる温暖化を部分的に相殺しているからだ。 

・このように、気候モデリングには、悩ましい点が少

なくない。 

  

第 5 章 「気温上昇の誇大アピール」 

 第 5 章は、「人間はすでに気候を破壊してしまった」

という通説と、科学との矛盾を取り上げている。一般

的な認識と事実とが食い違うことについて検討してい

る。第 5 章は、米国の記録的な高温に、焦点をあてて

いる。近年、そのような高温は、1900 年ほど多く見ら

れないのに、権威があるとされる評価報告書は誤った

情報を発信している。 

・TV では、政治家や一部の「科学者」が、熱波、干ば

つ、洪水、暴風雨など、人々が恐れる現象の原因は、

「人間にある」とほのめかしている。過去などろくに

覚えていないのに「前例のない」と言われれば、そう

かと思ってしまう。 

・IPCC の AR5 報告書には、多くの人が眼を疑う真実が

書かれている。 

 ☆「世界規模の洪水の規模や貧土ついてどのような

傾向がありそうかについては確信度が低い」 

 ☆「20 世紀半ば以降の干ばつや乾燥（降水量不足）

について観測される世界的な傾向については確信度が

低い」 

 ☆「雹や雷雨などの小規模な厳しい気象現象の傾向

については確信度が低い」 

 ☆「1900 年以降の極端な温帯低気圧の強さの小規模

な変化については確信度が低い」 

・IPCC の「極端現象に関する特別報告書（SREX）」第 3

章エグゼクティブサマリーには、次のように書かれて

いる。 

 ☆極端な気象・気候現象の多くは自然気候変動（エ

ルニーニョなどの現象を含む）の結果であり、10 年ま

たは数十年規模の気候の自然変動は人為起源（人間が

原因の）気候変化の背景を成す。気候に人為起源の変

化がなくても、極端な気象・気候現象は自然に発生す

る。 

・世界気候機関も、次のように言っている。 

 ☆科学的理解の現状を踏まえると、強い熱帯低気圧

（ハリケーンや台風）など、いかなる事象も人間によ

る気候変動のせいにすることはできない。 

 

・第 5 章は、異常気象に対する一般的な認識と科学的

見地とのズレがどのようにして生じるのかを扱ってい

る。このテーマは、気候科学のほんの一部でしかない

けれども、不自然な分析、結果の伝達、審査プロセス

の不備、マスコミによる誇張など、専門家でない人に

対して科学がどう表現されているかを明らかにしてい

る。 

・この何十年かの間、地球が暖かくなったことについ

ては誰も異論が無い。IPCC の AR5 には次のような要約

コメントがある。 

 「1950 年ごろから、寒い日や寒い夜の日数が減少し、

暑い日や暑い夜の日数が増加している可能性が非常に

高い。20 世紀半ばから、熱波を含む継続的な高温の持

続期間や頻度が世界的に増加していることの確信度は

中程度である」 
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・図 5-1 は、米政府の 2017 年「気候科学特別報告書」

に掲載されたものである。このグラフを見た人は、「米

本土では極端な気温に著しい変化が見られる。過去 20

年間の高温記録の数は、低温記録の数をはるかに上回

る」という説明を「なるほど」と思ってしまう。 

・このグラフに疑問をもったクーニンが、アラバマ大

学ハンツビル校のジョン・クリスティ教授に依頼して

確かめてもらったのが、図 5-2 である。図 5-1 の与え

る印象とは大きく異なる。平均最低気温は上昇し続け

ていて暖かくなっているが、平均最高気温は 1930 年

がピークでむしろ減少してきていることが分かる。気

候危機を煽りたい人が、どのように表現を工夫してい

るかの良い例になっている。 

  

第 6 章 「嵐の恐怖」 

 第 6 章は、人間の影響はハリケーンに目立った変化

を及ぼしていないと専門家が結論づける理由を説明し、

各種評価報告書がその事実を覆い隠したり、歪めたり

している様子を伝えている。 

・「暴風雨の頻度と強度が高まっていて、温室効果ガス

排出量の増加がこれを一段と悪化させている」という

主張がマスコミを覆っている。 

・図 6-1 は、ハリケーンに関する統計データである。

果たして、IPCC 流の地球温暖化論者が言うほどハリケ

ーンは増えているのだろうか？皆さんで考えてほしい。 

・ノーベル物理学賞を受賞した著名なファイマンは次

のように述べている。「あなたの貢献価値を他者が判断

するための情報をすべて提供するようにしなさい。何

らかの方向へ判断を導くような情報だけではダメです」 

  

第 7 章 「異常降水…洪水から山火事まで」 

 第 7 章は、降水量と関連現象に過去 100 年間に見ら

れる緩やかな変化を説明している。以外な事実：山火

事で失われる面積は、1998 年に観測が始まってから漸

世界で 25％減少していること（図 7-12）などを紹介し

ている。 

 

・図 7-1 は、ワシントン DC の年間降雪量を示してい

る。130 年間の長期傾向は 40％減である。だが 15 年移

動平均は上下変動があり、年々の変動はもっと激しい。 

・地球上の水の量は基本的に一定だ。そのほとんど（約

97％）は海にあり、残りのほとんどは氷や雪、湖や川、

地下水として陸にある。だが、気候に関しては、地球

の水の［1/10 万］でしかない大気中の水が中心的な役

割を果たす。水蒸気は最も重要な温室効果ガスで、雲

は地球のアルベドの大半を占める。 

・図 7-2は、全世界の陸上降水量の偏差を示している。

全体として「傾向」を読み取ることはできない。 

・図 7-3 は、米本土 48 州の降水量の偏差である。米国

の降水量は全体としてはわずかに増加しているものの、

場所と年による変動がトレンドそのものより大きいた

め、人間の影響や自然の変動が果たす相対的な役割に

ついて確たる結論をだすのは難しい。 

・図 7-6 は、北半球の積雪の偏差である。1990 年から

の 30 年間は、地球の気温が 0・5℃上がった。しかし、

降雪の 10 年平均には変化がなく、気温と積雪に直線

的な関係があるとは言えない。 

・図 7-8 は、米本土 48 州の平均干ばつ状況である。特

に傾向があるようには見えない。 

・図 7-10 は、コロラド川流量の 1200 年間の分析であ

る。これも特に傾向があるようには見えない。 

 こう説明を見てくると「な～んだ、つまらない」と

思われるだろう。気候変動が大変だと大騒ぎしている

が、何も有意な変動は起きていないらしいのである。 

  

第 8 章 「海面上昇の不安」 

 第 8 章は、過去何千年間も上昇してきた海面につい

て冷静な視点を提供している。現在の上昇（100 年間

に約 30cm）に対する人間の影響について分かっている

ことは何か、海面上昇が沿岸を近いうちに水没させる

とは考えにくい理由を説明している。 

 

・図 8-1 は、40 万年間の海面水位の変動を表している。

明確に、約 10 万年周期での変動が見て取れる。現在

は、水面上昇期の終わりの方らしい。現在より推移が

数 m 高い時期もあった。低い水位のときは－120m の水

位だった。 

・図 8-2 は、2.2 万年前からの水位の推移である。最

近 8 千年は、推移が安定していることが見て取れる。 

・図 8-3、図 8-4 は、もっと短い期間で海面水位を見

たものである。上昇傾向がよく分かる。 

 問題は、雑誌の表紙をかざるような「自由の女神が
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水没する」ことは、現在の海面上昇が 2 万年以上続か

なければ発生しない。恐怖感を煽るようなイメージに

科学的根拠はない。 

・海水準を決めるには、世界各地の「検潮器データ」

を分析が必要である。時には地下水くみあげにより地

盤沈下が発生している場合もある。最近では、人工衛

星によるレーダー海面測定も加わって、多面的に検討

が行われている。 

  

第 9 章 「来ない終末」 

 第 9 章は、よく言われる気候変動の 3 つの影響（死

者、飢饉、経済的破綻）を扱っている。その予測は、

過去の記録や評価報告書の予測を使って歪められてい

る。しかし、報告書そのものを読んでも、必ずしもそ

う書いているわけではない。 

 

・図 9-1 は、過去 100 年の気象関連災害による年間死

亡率の 10 年平均の値である。マスコミで言われてい

るように、死亡率が増えてはいないことが、よく分か

るだろう。 

・図 9-2 は、世界の作物収穫高の推移である。これも、

地球温暖化が進んでいるからと言って、収穫高が減っ

ている訳ではない。収穫高は、植物の遺伝的特徴、土

壌中の栄養素、農業手法、気象条件など、幾つかの要

因に左右される。CO2 濃度の増加は、収穫高増大の大

きな要因だ。 

・図 9-3 は、インフレ調整後の穀物価格である。現在、

世界中で穀物価格が高騰しているが、原因はロシアに

よるウクライナ侵略戦争であって、地球温暖化が原因

ではない。 

 このように、地球温暖化で様々な危機が発生すると

警告する IPCC 派の主張はことごとく科学的事実によ

って論駁されている。 

  

第 10 章 「誰がなぜ科学を壊したのか」 

 第 10 章は、なぜ意志決定者や一般市民に科学はき

ちんと伝えられていないのか？「気候危機」という大

げさな表現が、環境活動家、マスコミ、政治家、科学

者、科学機関など、多用な関係者の利益になっている

ことを明らかにしている。この章には図がなく、文章

だけで構成されている。 

 クーニンは、「科学者、科学機関、活動家と NGO、マ

スコミ、政治家など、多様な気候関係者がみんな説得

のためのウソに加担している」「そしてなぜ『科学』が

科学よりも注目されるようになったのか」という疑問

をいだき「私は人間行動の専門家ではないが・・・、

わかるのは、秘密めいた陰謀などではではなく、色々

な視点や利害がどんどん一致してしまう様子だ」とい

う結論に達している。 

 （私は、クーニンと意見が異なり、「サッチャーが政

治的理由で始めた。そして世界体制になった。リデオ

ジャネイロ・サミットで NGO を参加させるなど、一般

市民 NGO 動員の仕組みも作られた」と見ている。） 

・マスコミ。ニュースはビジネスだ。中身がそれほど

刺激的でなくても見出しだけは派手にする。記者や編

集者が科学に対する理解が足りないことも原因だ。例）

ワシントンポスト：「バイデン政権の気候政策は、米国

の炭素排出量を急速に減らすだろう」。「地球温暖化に

よって気候関連の大惨事が年々増え続けるなか、この

問題を見過ごすことはできなくなっている」。 

・政治家。「政治家は有権者の熱情や意欲をかきたてる

ことで選挙に勝つ」（例）トランプ、サンダースと妥協

したバイデンが直近の例だ）。残念ながら、気候科学や

エネルギー問題は複雑なのに、複雑さや微妙なニュア

ンスは、政治的メッセージにはまったく役立たない。 

・科学機関。科学機関やそのリーダーたちも、情報提

供よりも説得を志向しすぎている。人間が原因の温暖

化と気候の変化一般を混同し、人間だけが気候変化に

影響を及ぼしている、という誤った印象を与えている。 

・科学者。学術機関の場合は、「マスコミに取り上げて

もらえ。助成金を獲得せよ」というプレッシャーがあ

る。昇進や終身在職権の問題もある。仲間からのプレ

ッシャーも見逃せない。「破壊された気候」という通説

を支持しないデータを公表したために非難され、出世

の見込みが少なくなった気候変動否定論者は少なくな

い。科学は常に厳しい審査を受ける必要があり、科学

者は常に批判的な客観性をもって事に当たる必要があ

る。 

・活動家や非政府組織（NGO）。マスコミは NGO の権威

を持ち上げる傾向がある。だが、NGO は利益集団でも

あり、気候やエネルギーに関するそれぞれの方針を持

っている。だが、自身の大儀のために科学をねじ曲げ

ることは許されない。 

・一般市民。米国でも大半の国民は科学者ではないし、

教育制度も科学リテラシーを幅広い人々に提供してい

るとは言えない。ほとんどの人は、自力で科学をチェ

ックできないし、その時間も意欲もない。SNS から情

報を得る人が増えているが、そこでは偽情報を広める

のが容易この上ない。そして、人々は専門外の分野で

は、自分の選んだメディアを信用・信頼する傾向があ

る。 
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第 11 章 「壊れた科学の修復」 

 第 11 章は、評価報告書の敵対的な視点での検討（「レ

ッド・チーム」）、マスコミ報道のベストプラクティス、

専門家でない人がもっとよい情報を入手し、あらゆる

科学メディア（とりわけ気候関連のメディア）に対し

てもっと批判的になるために何ができるかなど、気候

科学の伝達や理解をどうやってもっと向上させるかを

述べている。この章も文字だけで図は無い。 

・『レッド・チーム』：科学者のグループが、評価報告

書の一つを厳しくチェックする役目を担い、その弱点

を特定・評価しようとする。方法としては、適正のあ

る研究者グループに対して「この主張はどこが間違い

か」を問う。もちろん『ブルー・チーム（評価報告書

の筆者など）』は、レッド・チームの指摘に対して反論

する機会が与えられる。この手法は、国家情報に関わ

る事項の検証、航空機や宇宙船のような複雑なエンジ

ニアリングプロジェクトの実証など、影響の大きな意

思決定の参考にするため、よく用いられる。サイバー

セキュリティーの分野でもよく用いられる。レッド・

チームはエラーやギャップを見付け、盲点を明らかに

し、破壊的事態の回避にしばしば貢献する。「レッド」

「ブルー」というのは、この手法の起源となった軍隊

の伝統である。 

 IPCC や米国の評価報告書にひどい誤りがあるのに、

それらの組織は、すでに査読（ピアレビュー）を受け

ているから、という理由を付けて逃げ回っている。 

・怪しい兆候： 

 ▽科学者を「否定論者」「アラーミスト」呼ばわりす

る人は、政治やプロパガンダに関わっている 

 ▽科学者の「97％が合意」といった主張も怪しい 

 ▽気象と気候の混同も危ない 

 ▽数字をはしょるのも怪しい 

 ▽不安をあおる数字を背景情報なしに引用するのも

よく使われる手 

 ▽非専門家による気候科学論議では、過去の気候（観

測結果）と今後の気候（さまざまなシナリオに基づく

モデル予測）の混同もよく見られる 

  

第 12 章 「カーボンフリーという幻想」 

 ここから PARTⅡ「レスポンス」に入る。気候の変化

に対して社会が何をできるか（could）、何をすべきか

（should）、何をするか（will）を、それぞれ明確にし

ている。この 3 つは全く異なるのに、専門家ですら混

同することが多い。第 12 章は、パリ協定の目標へ向け

た進捗の不足など、気候への人間の影響をそれなりに

減らすうえでの大きな課題を論じることで、will の問

題に光を当てている。 

 クーニンが、2015 年 11 月に NY Times に発表したこ

との要点は以下の通り。 

・IPCC によると、気候に対する人間の影響を安定させ

るだけでも、全世界の 1 人当たりの年間 CO2 排出量を

2075 年までに 1 トン以下に減らさなければならない。

これは、ハイチ、イエメン、マラウィなどの国の現在

の排出量に等しい。ちなみに米国、ヨーロッパ、中国

の 2015 年の 1 人当たり排出量は、それぞれ 17 トン、

7 トン、6 トンだった。 

・経済活動の活発化や生活の質の向上に伴って、エネ

ルギー需要は世界的に増大している。世界のほとんど

の人が生活水準を向上させるなか、エネルギー需要は

今世紀半ばまでに約 50％増加すると見込まれる。 

・化石燃料は現在、世界のエネルギー供給の 80％を占

めており、拡大するエネルギー需要を満たすためには

今後も信頼性と利便性が最も高い手段である。 

・発電所、送電線、精油所、パイプラインといったエ

ネルギー供給インフラは、構造上避けられない理由で

徐々に変化する。 

・先進国は確かに排出量を削減しなければならないが、

たとえそれが半減し、途上国の 1 人当たり排出量が現

在の低排出先進国と同水準までしか増加しなかったと

しても、世界の年間排出量は今世紀半ばにはやはり増

加する。 

・人間および自然の影響下で気候がどう変化するか、

またその変化が自然や人間のシステムにどう影響する

のかが不確かなため、排出量削減と経済発展の緊張関

係は、複雑になる。 

 クーニンの説明は、難しいかも知れない。わかり易

く言うと「無理」ということである。 

 クーニンは、IPCC とパリ協定の基準年の違いも指摘

している。①IPCC の報告書はたいてい 19 世紀後半を

基準にしているが、②パリ協定は「産業革命前」の値

を基準にしている。つまり「1.5℃」だ「2.0℃」だと

言っても、基準年が異なると「達成／非達成」の評価

も変わってくるのである。 

 

  

第 13 章 「米国は幻想を実現できるか？」 

 第 13 章は、米国で「ゼロカーボン」のエネルギーシ

ステムをつくるために必要な大変革について検討する

ことで、could の問題に光を当てている。 

・図 13-1 は、米国の年間温室効果ガス排出量の推移で

ある。輸送、発電、工業活動が排出の大半を占めてい

る。明日、排出量をゼロにするとはどういうことか。
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飛行機での移動も大きな家も、肉も全て禁止というこ

とである。漠然とした「テクノロジー」や「政策」に

よって苦労せずに「カーボンニュートラル」な暮らし

は送れない。 

・図 13-2 は、米国のエネルギー源の推移である。分か

る事は、エネルギー・ミックスは徐々にしか変化でき

ないと言う事である。理由は、インフラ建設に数十年

のサイクルがかかるからである。 

・クーニンは、温室効果ガス政策が効果を発揮するた

めに必要な特徴を列挙している。①一貫性、②意義、

③重点化、④システム思考、⑤技術的実用性、⑥効率

よりもエネルギー消費削減。 

  

第 14 章 「プラン B」 

 第 14 章は、人間または自然が原因で変化する気候

に世界が対応するための「プラン B」戦略を検討して

いる。 

 第 13 章のように、温室効果ガスの排出量を効果的

に緩和する難しさが明らかになったので、「地球工学」

という、もっと現実的な戦略を検討している。クーニ

ンは 2000 年代の半ばに地球工学について調べ始めた

が、政府や NGO に話したところ、強硬な反対はされな

いにしても、全く反応が返ってこなかった。2009 にク

ーニンが米政府に加わった時も、まだご法度だった。

状況が変わったのは、その 10 年後、温室効果ガス削減

の難しさが認識されるようになると、風向きが変わっ

た。 

 地球の温暖化に対抗するには 2 つの方法がある。(1)

地球の反射率を高め（アルベドを増大させ）、太陽から

のエネルギー吸収を減少させる、(2)「二酸化炭素除去

法」は、大気中の CO2 を吸着し、人間による排出を相

殺しようとするものである。(1)については、技術的・

経済的に可能ではあっても、倫理的な問題も生じ、国

際協調を必要とするやっかいな問題を生じさせる。(2)

は、大気中から CO2 を捕捉する化学プラントを設計す

ることはさほど難しくない。だが、問題は規模とコス

トである。大気中から除去された CO2 をどうするのか

という問題もある。 

 日本では、地球工学に関して杉山昌宏著『気候を操

作する～温暖化対策の危険な「最終手段」』（角川、

2021/3）という本が出版されている。 

・適応＝「プラン B」（次善の策）である。その要点は、

以下のように整理されている。 

 ▽適応は「不可知論的」…人類は何千年の適応の歴

史を持つ 

 ▽適応は「比例的」…気候変化が激しくなっても適

応を強化できる 

 ▽適応は「局所的」…様々な人々や場所に合わせら

れる 

 ▽適応は「自発的」…オランダのように適応は社会

の行い 

 ▽適応は「効果的」…私たちは物事を悪くするよう

社会を変えたりしない 

・図 14-1 は、地球温暖化対策が必要であると考えてい

るクーニンらしく、適応をどうシステマチックに行う

かを模式化したものである。 

  

解説「米国を代表する科学者による覚悟のうえのメッ

セージを真摯に受け取ってほしい」 

 最後に、キャノングローバル戦略研究所の杉山大志

研究主幹による解説「米国を代表する科学者による覚

悟のうえのメッセージを真摯に受け取ってほしい」が

掲載されている。杉山大志氏の了解を得たので、杉山

大志氏の解説を全文引用させていただく。 

［解説］ 

 NHK など大手メディアは、CO2 が原因で地球の環境

が危機に瀕しているという「気候危機説」をあおって

いる。日本政府は 2030 年までに CO2 をおよそ半減し、

2050 年までにゼロにするという「脱炭素」を掲げてい

る。 

 だが「気候危機説」なるものに、いったい科学的根

拠はあるのか？ 

 この疑いを公言すると「懐疑派」とレッテルを貼ら

れ、異端扱いされるのが日本の現状だ。 

 欧米でも事情は似通っている。それどころか、ひと

たび「懐疑派」にされると執劫な攻撃を受ける。身に

覚えのない罪をでっちあげられて訴訟される。大学の

職を追われる。大学の建物に銃弾を撃ち込まれたなど

という例もあった。 

 本書の著者紹介を見るとわかるように、スティーブ

ン・クーニンは輝かしい経歴の持ち主で、間違いなく

米国を代表する科学者のひとりである。世界最高峰の

カリフォルニア工科大学で筆頭副学長まで務めた。伝

説の研究者団体 JASON の会長も務めた。コンピュータ

モデルによる物理計算の権威でもある。温暖化対策に

熱心な米国民主党のオバマ政権では、エネルギー省の

科学次官に任命されていて、気候研究プログラムも担

当した。 

 クーニンに対して、非専門家だとか、政治的な動機

による温暖化懐疑派だとかする批判はできようがない。

政治的な動機だけ言えば、本書で書いてあるように、

クーニンは多くの政策において民主党を支持している。

ならば、党派性から言えば、むしろ気候危機説をあお

る側のほうになる。 

 私利私欲だけを考えるなら、クーニンがこの本を著

したのはまったく愚かなことだ。これだけの経歴があ

れば、仮に気候危機説に対して違和感を持ったとして

も、適当に同調し、口をつぐんでさえいれば、悠々と

暮らすことができる。 

 そのクーニンが「気候危機説は捏造だ」と喝破した

のがこの本だ。原書のタイトル「Unsettled」とは、温

暖化の科学は「決着していない」という意昧である。 

 この本の見解は 

 ・もともと気候は自然変動が大きい 

 ・ハリケーンなどの災害の激甚化・頻発化などは起

きていない 
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 ・数値モデルによる温暖化の将来予測は不確かだ 

 ・大規模な C02 削減は現実的ではなく、自然災害へ

の適応が効果的だ 

といったものだ。 

 こうした見解は、これまで「懐疑派」と呼ばれて迫

害されてきた研究者たちが書いてきたことと、内容的

にはほぼ重なる。謝辞でも言及されているジョン・ク

リスティやウィリアム・ハパーらは、逆風をものとも

せず、堂々と気候危機説への懐疑を繰り広げてきた。 

 本書は、これらの人々の研究成果も織り交ぜつつ、

国連や米国の報告書において気候変動に関する「ザ・

科学」がいかにねじ曲げられているか、綿密な検証を

もとに論じている（ちなみに、日本の環境白書でも科

学は大きくねじ曲げられている）。 

 本書は可能な限り平易に書いてあるけれども、問題

の複雑さから逃れようとはしない。したがって読むの

は大変だが、その価値はある。 

 災害に関する統計や報道は歪められて、気候危機が

あると説得するための材料にされている。 

 温暖化予測に用いる数値モデルは、雲に関するパラ

メーターなどの設定に任意性があり、観測で決めるこ

とができない。このパラメーターをいじって地球の気

温上昇の大きさを操作する「チューニング（調整）」と

いう慣行がある。クーニンはこれを解説したうえで「捏

造である」と喝破している。 

 クーニンの執筆動機ははっきりしている。科学が歪

められ、政治利用されていることに我慢がならないの

だ。温暖化の科学は決着しており唯一の「ザ・科学」

が存在するという見解は間違っている。「気候危機だ」

とあおり立てるのは、政治が科学を用いる方法として

間違っている。そして何よりも、国連や米国の報告書

が、科学的知見を歪めて報告していることに憤ってい

る。 

 クーニンは物理学者ファインマンに憧れてカリフォ

ルニア工科大学に入学した。物理学出身者には、本書

でも登場する同大学の故フリーマン・ダイソンを含め、

温暖化の「ザ・科学」に批判的な研究者が多い。 

 私事ながら小生も物理学出身で、そこで批判精神を

おおいに学んだ。そのおかげで気候危機説に疑問を持

つようになり、クーニンとまったく同じ動機を持って

あれこれ調べ始め、まったく同じ見解に達した。本書

でクーニンが言っていることに違和感は何一つなかっ

た。 

 なぜ温暖化の科学は歪められ、政治利用されるのか。

クーニンは、メディア、研究者、研究 NGO、政治家など

が、それぞれの動機で動いた結果、意図せざる共謀が

起きていると指摘している。センセーショナルな見出

しでとにかく注意を引きたいメディア、メディア報道

が成果にカウントされて予算獲得や出世につながる研

究者、危機をあおって収益につなげたい NGO、危機対

策のリーダーとして振る舞うことで得票を狙う政治家。 

 この意図せざる共謀の構図は、日本でもまったく同

じである。 

 クーニンはこの是正手段を提案している。中でも興

味深いのは、既往の報告に対して批判的な立場から検

討する研究者集団である「レッド・チーム」を結成し

報告させることだ。 

 実は「レッド・チーム」に近いものが米国と英国に

は存在する。米国ではハートランド研究所などが母体

となって、気候危機説に異を唱える研究者たちがネッ

トワークをつくり、年次集会を開き、ネット上で情報

提供をしている。議会の公聴会では、そのいわゆる「懐

疑派」の研究者たちが毎年証言をしている。そういっ

た場があるおかげで、米国、特に共和党の議員たちは、

本書で紹介されたようなデータを知っていて、気候危

機説は嘘だと理解している。 

 日本では、トランプ元大統領だけが異端児なので温

暖化を否定すると報道されているが、そうではない。

共和党議員は気候危機説など信じていない。まして経

済や安全保障を危険にさらすような極端な脱炭素には

反対する。 

 英国では地球温暖化政策財団（GWPF）があり、そこ

が懐疑派の結節点になっていて、多くの報告書を出し

て、情報提供をしている。会長はサッチャー政権のと

きの財務大臣だったナイジェル・ローソンだ。 

 クーニンのレッド・チームの提案は、このような研

究者集団を在野に留めておくだけではなく、国の正式

な組織まで格上げすることだ。 

 こと温暖化に関しては懐疑論への迫害はひどいもの

だが、それでもなお、まだ米国や英国には政治から独

立した科学を大事にする根強い伝統があり、権力に屈

することなく対立意見を発表することが尊重される風

潮がある。 

 だが、同調圧力の強い日本では、今、気候危機説に

表立って異を唱える学者は極めて少ない。もちろん、

「ザ・科学」に違和感を持つ人はたくさんいる。だが、

たいていは保身のために公の場では口をつぐんでいる

か、あるいは出世のために気候危機説を積極的に利用

している。この状況を打破するのは容易ではないが、

クーニンの提案のように、日本でもレッド・チームを

つくることを考えてみてはどうか。 

 この本が広く読まれることで、これまで国連の IPCC

や日本政府の報告書が「ザ・科学」であると思ってい

た人々、NHK などのメディアに気候危機説を刷り込ま

れてきた人々、あるいはそれに違和感を持っていた

人々が、「科学は決着」などしていないこと、気候危機

なるものはどこにも存在しないこと、極端な脱炭素な

どできるはずもないし、その必要のないことを知って

ほしい。 

 クーニンが自らの身を投げうつ覚悟で著した本書の

メッセージをぜひ受け取ってほしい。そのうえで、「日

本語版発行に寄せて」にあるように、日本にとっての

最善の決定を下していただきたい。 

（杉山解説終了） 
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エピローグ 

 元 COP 交渉官の有馬純氏の整理によると、2022 年の

G7 サミットでドイツは「気候クラブ」のアイデアを打

ち上げ、共同声明にも盛り込まれた。気候クラブに関

する特別声明によると、気候クラブとは「産業部門に

焦点を当てて気候行動を加速させ、野心を高め、それ

によって国際ルールを遵守しながら排出集約財のカー

ボンリーケージのリスクに対処することによって、パ

リ協定の効果的な実施を支援する」ことを目的として

おり、以下の 3 点を柱としている。 

①排出量の算定及び報告メカニズムを強化し、国際レ

ベルでカーボンリーケージに対抗することにより、参

加国の排出集約度を低減させるための野心的で透明性

のある気候緩和政策を推進。メンバーは、ベスト・プ

ラクティスを共有し、明示的な炭素価格付け、その他

の炭素緩和策及び炭素集約度等の緩和政策の有効性及

び経済的影響を比較する評価手法に関する共通理解を

増進 

②産業脱炭素化アジェンダ、水素行動協定及びグリー

ンな産業製品の市場拡大等、産業を共同で変革 

③気候行動を奨励及び促進し、気候協力による社会経

済的便益を引き出すとともに、公正エネルギー移行を

促進するため、パートナーシップと協力を通じて国際

的な野心を強化 

 マスコミでは、ゲームチェンジによる産業競争力の

主導権争いと報道されているが、クーニンが本書で指

摘しているように、脱炭素は技術的にも経済的にもと

ても難しい課題である。 

 

 2021 年菅義偉政権は、「地球規模の課題の解決に向

け、我が国は大きく踏み出す。2050 年目標と整合的で、

野心的な目標として、2030 年度に、温室効果ガスを

2013 年度から 46％削減することを目指す。さらに、

50％の高みに向けて、挑戦を続ける」と発表した。 

 これは、米国の発表に合わせて日本も似た目標を表

明したものである。このような表明が可能になった背

景には、パリ協定では目標を達成しなくても（京都議

定書のような）罰則がないことがある。努力さえすれ

ば良いのである。日本の削減目標は、国連 IPCC が主張

している削減目標を、形の上ではなぞる論理になって

いる。だが、2030 年に 46％削減の道筋は、見えてきて

いないし、実現する見込みも無いことは、気候変動問

題の専門家には、当たり前のことになっている。 

 気候変動対応が世界の体制になり、国際社会の世論

を揺さぶっている。雑誌「世界」2022 年 6 月号に掲載

された国立環境研究所・江守正多の文章は、「懐疑論・

否定論に対して主流の科学が反論すると、そこに論争

があるようにみえてしまう」と、対話と科学的な検討

を拒否する本音が語られていて、とても興味深かった。 

 

 私なりに IPCC 派の主張の特徴を書いてみる。 

(1)気候変動は人類生存の条件を壊す危機であるので、

他の課題に先立って「最優先」で取り組まなければな

らない。他の人類が抱える課題は、優先順位が低く副

次的である。 

(2)人為起源の気候変動は、極端現象の頻度と強度の増

加を伴い、自然と人間に対して、広範囲にわたる悪影

響と、それに関連した損失と損害を、自然の気候変動

の範囲を超えて引き起こしている。つまり、人類が排

出した CO2 が地球温暖化の原因であることは確実であ

る。 

(3)気候変動対策が政治的に始められた運動であるた

め、どんな事柄も地球温暖化に関係があるとして、因

果関係を無視している。科学を重視する立場からすれ

ば、エセ科学の極みである。 

 江守正多は、地球温暖化問題の IPCC 派のスポーク

スマン的な役割を果たしている。公務員ではあるが、

キャリア試験にも合格していない 3 流の人物で、気候

変動枠組条約対応のための使い捨ての人物なのだろう。

冒頭でも説明したが、気候変動問題が「環境問題」で

あるというのは、多くの人々を思想動員するための方

便である。 

 

 私は、現役の時「世論操作」機関に所属していたこ

とがある。そこで学んだことは、例えば「ある産業で

労使紛争が激しくなったとき、その産業が危ない、と

いう架空の課題を立ち上げ、労使紛争よりもそこで働

く人々の職場がなくなる、と危機感を煽り、現実の問

題から目を逸らせる手法」であった。 

 気候変動問題も、現実世界の様々な問題を覆い隠し

「気候変動で、人類の未来が危ない」と世界の人々を

騙しているように見える。 

 

 解説のなかで、杉山氏が書いているように「本書は

可能な限り平易に書いてあるけれども、問題の複雑さ

から逃れようとはしない。したがって読むのは大変だ

が、その価値はある」。しかも気候変動の問題には、ク

ーニンが主に書いた自然科学的な側面の他に、政治的、

経済的、社会思想的な側面もある。この書評では、『気

候変動の真実』の内容をざっとしか紹介できなかった。

多くの図が書かれている中で、図番号を紹介したのは、

ほんの一部である。この書評（内容紹介）を読まれて、

問題意識を持たれた方は、クーニンの本を手に取られ

てはいかがでしょうか。 

 クーニンの『気候変動の真実』が明らかにしている

ように、気候変動については科学的に疑義が多い。こ

のようなラダイト運動に似た社会現象が、文明にもた

らす意味についても冷静に考えてみることが必要だろ

う。 

(おわり) 

 

［注］黒字で書いた部分は、『気候変動の真実』に書

かれていたこと、またはその要約である。 

青字で書いた部分は、私の意見または気候変動をめぐ

る周辺情報である。 


